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要望項目(抜粋)

○高校・特別支援学校等教職員の勤務実態調査実施を早急に求める！
○高校段階に必要な対応策の導入！
○高校教諭等の業務の在り方を見直す！～教諭が担うべき業務とは～
〇定数標準法に「教職員標準業務項目・標準時間（仮称）」を定める！
〇産業人材育成支援事業基金の創設を求める！
〇高校等運営経費支援事業の創設を求める！
○｢過疎地域自立促進特別法｣に高校教職員定数の配慮規定を！
○教育基本法第２章に｢高校教育｣の項目について新設を求める！ など
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2020(令和2)年度 高校・中等教育学校及び特別支援学校教育予算の増額と充実に関する要望書

2019年度政府予算が3月27日成立した。一般会計総額は7年連続で過去最大を更新し、当初予算段階で初めて100兆円を超え101兆4,571億
円となった。歳入については、今年10月からの消費税増税と法人税収増を見込み62兆4,950億円とした。新規国債発行額は9年連続で減少
し、歳入の国債依存度は前年度比2.3％減の32.2％となった。

一方、歳出については、社会保障費が高齢化の進展を受けて過去最大の計34兆593億円を計上した。また、消費税引き上げに伴う経済対
策｢臨時・特別の措置｣や幼児教育無償化の経費などを含め、一般歳出は2018年度を5.2％上回る61兆9,639億円となった。文部科学省は前
年度予算額に対して11.8％増の5兆9,351億を概算要求していたが、2019年度の文部科学省の一般会計予算総額は5兆5,287億円、東日本大
震災復興特別会計286億円を合わせて5兆5,573億円であった。このうち、文教関係予算については4兆2,348億円となったが、依然としてGD
Pに占める教育機関への公的支出割合はOECD加盟諸国の中で低い水準にあり、国民の期待と負託に応える公教育の意義を十分に反映した予
算とは言い難い。

教職員定数については、義務教育関係では、新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方改革のための指導・運営体制の構築を
目的として、小学校英語教育の専科指導教員の充実や、複雑化・困難化する教育課題への対応のための基礎定数化を盛り込むなど、1,456
人の改善を計上した。しかし、少子化などによる教職員定数の自然減等により2,870人の純減となったことは、多忙を極める学校現場の実
態を顧みない措置と言わざるを得ない。また、高校における定数改善は、今回も言及されなかった。高校においても、特別な支援を要す
る生徒の増加に伴い通級による指導が開始されていることや、大学入学共通テストをはじめとする高大接続改革への対応など、日々様々
な教育課題に対峙している教職員の実態が反映されていない。

特別支援教育に関しては、切れ目ない支援体制整備充実事業の中で、日高教が要望してきた医療的ケアのための看護師が1,500人から1,
800人へ拡充されたことや、学校と福祉機関の連携支援事業や高等学校段階における入院生徒に対する教育保障体制整備事業などが新たに
示されるなど、支援体制の構築と充実に向けた取り組みに対して一定の評価ができる。しかし、特別支援学校高等部に在籍する生徒数は
増え続けており、施設の老朽化や慢性的な教室不足などは依然として解消されていない。加えて、障がいの重度・重複化や多様化に対す
る慎重な対応を迫られるなど課題が山積している。学校における働き方改革を進め、教職員の多忙化等の解消を図るとともに、児童生徒
一人ひとりと向き合う時間を確保し、質の高い教育を確保するためにも、高校・中等教育学校および特別支援学校における教職員定数の
改善は急務である。

学びのセーフティーネットの構築として、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの配置拡充や、高等教育の無償化とし
て、厚生労働省予算においての生活保護受給世帯の大学・専門学校等進学時における授業料等減免制度の創設、給付型奨学金の支給の拡
充が見込まれている。これは、日高教の要望を反映したものと評価できるが、経済格差が教育格差につながらないよう、｢公立高校等の授
業料無償制｣の復活、さらには教育無償化の完全実施等により、すべての意志ある高校生等が安心して勉学に打ち込める制度や環境の整備
を急がねばならない。

高校・中等教育学校および特別支援学校における教育の振興と充実のためには、人材確保法を堅持しつつ、将来にわたって優秀な教員

を確保することが不可欠である。文部科学省は、学校現場の実情に鑑み、われわれが求める待遇・勤務条件等の改善を早急に図るべきで

ある。また、政府は、国民の教育に対する期待と負託に応えるべく、子育てや教育に関わる予算を｢未来への投資｣として重要視すべきで

ある。｢国家百年の大計｣である教育の振興と充実こそが、今、最も求められている。

われわれ現場の教職員は、児童生徒一人ひとりが充実した教育を受けられるよう、日々の教育活動に邁進している。そのためには、安

んじて教育に専念できる環境整備が不可欠である。2020(令和2)年度予算編成においては、教育予算の抜本的な改善を図り、教職員定数及

び施設・設備の拡充とともに、勤務実態に即した給与等の改善など、次の事項の早期実現を強く要望する。



教育の質向上、業務の適正化
(高校段階への

スクールサポートスタッフの配置)

人材育成・地域創生・地域連携

(産業人材育成事業支援基金の創設、
スーパーバイタリティーハイスクール等）

ICT化による負担軽減・質向上
(統合型校務支援システム
・教員代替管理システム)

高校教諭の業務の在り方
(業務の見直し、職種・任用の検討)

働き方改革の検討
(上限規制・時間外手当・教職調整額
本務・他律的業務と自律的業務の区分)

負担軽減、業務の適正化
(高校段階の勤務実態調査)

予算の有効活用

勤務実態把握

現状の改善

現場の声

国と地方の
役割分担

建設的な意見

工夫の仕方

ポイント絞込

定数改善

2020（令和2）年度施策・制度・予算要望

日本高等学校教職員組合
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自治体による勤務実態調査の例
福島県 週当たりの時間外勤務時間

(教諭平均 2017年6月実施)
小学校 17時間00分
中学校 23時間49分
高校 18時間03分

特別支援学校 9時間08分
全国的な実態が分からない・・・

文部科学省又は各都道府県教育委員会等による
高校等の勤務実態調査実施を早急に求める！

2020（令和2）年度施策・制度・予算要望：日本高等学校教職員組合

エビデンスに基づく対策が必要
・教職員の働き方改革
・増大する教育問題への対応

高校でも学校により実態が大きく異なる

例 定時制・・・退勤時間は午後10時だが校内平均
時間外勤務時間は週当り10時間程度

進学校・専門高校・・・休日は、進学課外・資格講
座と部活動を両方実施。校内平均時間外勤務
時間が週当たり25時間程度の学校も

※平均時間外勤務時間どうりの高校は、実際には
存在しない可能性が・・・取組が多様な「高校」では

平均時間に意味が無い

高校・特別支援学校の
実態は分からないまま

文科省等による学校現場の詳細な
調査分析、実態把握が最優先

今回（H29年）調査
は義務教育のみ

なぜ、文部科学省等による調査が必要か？

・高校教職員の定数を定めている法律が、

「高校標準法」
（公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律）

この法律の所管官庁である、文部科学省が実態を把
握しないかぎり、エビデンスにもとづいた、学校のあるべ
き組織（定数）の議論ができません。
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「教職員標準業務項目・標準時間(仮称)」を定数標準
法に定め、学校ごとの年間業務・時間の計画、実績を公表

する制度を導入し、EBPMに基づく施策を実行する。

2020（令和2）年度施策・制度・予算要望：日本高等学校教職員組合

実績把握に基づく業務(要因)分析：年間計画(1800H）／実績(2300H)＝超過(+500H）←施策実施
授業900H、校務(分）200H、校務(学）100H、生徒対応200H、授業準備100H、教材研究100H、部活動100H
授業920H、校務(分）300H、校務(学)200H、生徒対応350H、授業準備150H、教材研究150H、部活動150H

全国一律の教職員標準業務項目・標準時間(仮称)設定
教員一人当たり／日：①授業4.0時間、②校務(分掌)1.0時間、③校務(学年)0.5時間、
④生徒対応1.0時間、⑤授業準備0.5時間、⑥教材研究0.5時間、⑦部活動ほか0.5時間

学校目標（計画）設定←そのために何をどの程度実施するのか？
(授業：年間〇〇時間、学校行事〇〇時間、生徒対応〇〇時間、部活動〇〇時間)

超過①他律的業務部分（授業・校務・生徒対応・部活動）
業務削減施策 ＆ 定数対応 ＆ 超過勤務手当

超過②自発的業務部分（教材研究ほか）
業務削減施策 ＆ 教職調整額

エビデンスに基づく対応施策、それによる学校目標の達成をめざす
3



日高教書記局作成（2017年6月2日）

出所：｢2016公務･公共部門労働者の生活実態に関する調査（公務労協2016年9月・10月実施）｣
1ヶ月の超過勤務時間：公務職種別

超過勤務（平均月・時間） 2006年 2008年 2011年 2013年 2016年

国公一般事務本省・庁  22.9 26.2 19.4 20.9 17.2

国公一般事務その他    13.1 13.3 10.9 11.8 10.4

地公一般事務本庁      10.9 10.7 11.0 10.8 12.6

地公一般事務その他    10.0 10.6 11.0 11.5 11.1

地公現業職            6.2 5.9 5.1 7.7 7.8

地公公営一般事務等    0.0 0.0 8.5 9.2 9.6

地公公営現業職        0.0 0.0 14.9 6.8 10.5

地公企業職            13.1 13.7 0.0 0.0 0.0

地公教育職            29.6 31.5 32.5 33.6 35.4

地公福祉職            0.0 9.1 7.3 10.6 11.4

地公研究職            15.3 15.0 9.4 12.6 11.0

地公医療職   13.1 10.8 11.1 13.5 11.6

                                                                                  2020(令和2)年度施策・制度・予算要望：日本高等学校教職員組合
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1ヶ月の超過勤務時間(平均月・時間)
公務員計

国公一般事務本省・庁

国公一般事務その他

地公一般事務本庁

地公一般事務その他

地公現業職

地公公営一般事務等

地公公営現業職

地公企業職

地公教育職
地公福祉職

地公研究職

① 公務職種の中でも、突出し

◎教育公務員の長時間勤務の縮減等を求める！

○他の公務職種と比較して明らかに多い超過勤務
・国公本省庁より多い超過勤務時間

・公務員平均の倍近い超過勤務時間

・年々増加傾向にある超過勤務時間

○教職調整額の支給率(４％)の改善（８％）を求める
・自律的業務（教員特有業務：教材研究・授業準備など）を対象に支

給

・労働安全衛生の観点から勤務時間管理の必要性を検討
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高校の教職員定数改善と
教員の働き方の改善を！

教育委員会等の勤務時間調査に意見あり！
(時間外勤務)平均値で正しく検討できますか？
島根高教組の組合員調査(2018年4月～9月)における時間外労働時間状況(学校別)

① 全校種平均50.7時間/月(最大：普通高校平均64.6時間、最小：分定通平均20.1時間)
② 全日制普通高校平均 64.6時間(最大82.5時間、最小48.8時間)
③ 全日制専門高校平均 58.4時間(最大86.3時間、最小47.2時間)
④ 分校定時通信平均 20.1時間(最大31.4時間、最小9.6時間)
⑤ 特別支援学校平均 26.1時間(最大40.0時間、最小12.1時間)

個々では１００時間以
上という教員もいる！

様々な職種(校長・教諭・
実習教員・養護教諭など)

が多いのに平均？

夜間勤務(特殊勤務・へき地)
の定時制等の

教員も平均に含める？

組合は更に詳細に
分析しています

平均値では、真に対応すべき校種・職種、なすべき対策が検討できない！
高校段階は、補習、部活動や校務業務が多いはずなのに数字に現れ難い！
平均値では、真に対応すべき校種・職種、なすべき対策が検討できない！
高校段階は、補習、部活動や校務業務が多いはずなのに数字に現れ難い！

2020（令和2）年度施策・制度・予算要望：日本高等学校教職員組合

高校も多忙なのに忘れられて
いませんか・・？
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会計

運営

行事
準備

印刷

その業務、

教諭じゃな
いといけま
せんか？

2020（令和2）年度施策・制度・予算要望：日本高等学校教職員組合
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◎スクール・サポート・スタッフの高校段階への完全配置をする。
(規模別・分掌別・職種別：義務段階以上に有効な施策となる)

◎高校教諭の業務の在り方を見直す。(前提：週15時間の授業)
①上限規制を設ける。月30時間以内をめざす。(年間360時間以内)
②本務・他律的業務に、時間外手当、休日出勤手当を支給する。
③自律的業務に、教職調整額を支給し、率を8％へ改善する。

の脆弱な地域に、公的学習センターを設置する。◎学習環境(塾や予備校など)の脆弱な地域に、公的学習センターを設置する。

◎地域スポーツ組織【学校活動(土・日3時間)の延⾧部分】の確立に
向けた研究・調査の実施を求める。

教育職等の職種・任用の在り方を検討し、多様な職種・任用の可能性を探る。◎教育職等の職種・任用の在り方を検討し、多様な職種・任用の可能性を探る。
①校務専任教職員(地域コーディネーター、ＩＣＴ担当、校務主任など専任・専門職)
②広域兼務指導教員(教科専任担当、教科指導担当などコア教員（校務分掌なし)
③複合教科担当教員(主教科6割・従教科4割など)
④教頭補佐、事務長補佐(事務的補佐、業務代理など)
をはじめとした多様な職種の在り方の検討を行って、教育の質向上に繋げる。

2020（令和2)年度施策・制度・予算要望：日本高等学校教職員組合
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普通高校や専門高校の教諭が大変だ!!
土・日は補習や部活動を行っているのに議論されない。蚊帳の外！

早急に次の加配を求めます。
(早急に抜本的な定数、業務内容の在り方の検討が必要)

①学習指導環境改善加配（全日普通科高校）
②課外教育活動充実加配（全日専門高校）
③文理共通指導研究加配（全日普通科高校)
④広域教科専任加配（全日制高校（過疎地域））
⑤地域連携専任担当教員加配（全日制高校）
⑥地域連携担当事務職員加配（全日制高校）
⑦副校長・教頭マネジメント加配（全日制高校）

2020（令和2）年度施策・制度・予算要望：日本高等学校教職員組合
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①学習指導環境改善加配
◎指導教諭、教科研究教諭配置や補習など学習環境充実：全国（2,010人）

②課外教育活動充実加配
◎企業連携・産業支援研究教諭配置や実習など学習環境充実：全国（1,340人）

③文理共通指導研究加配
◎文理共通指導カリキュラム開発・実践教諭配置：全国（拠点校各2：670人）

④広域教科専任加配
◎芸術系科目・情報・家庭科など過疎地域の学習環境充実：過疎地域（335人）

⑤地域連携専任担当教員加配
◎地域連携専任教諭による高校魅力化教育への対応：全国（3,350人）

⑥地域連携担当事務職員加配
◎地域連携主担職員（コーディネータ）配置：全国（2,010人）

⑦副校長・教頭マネジメント加配
◎教頭等マネジメント環境充実対応（教職員15人に1名）：全国試行（335人）

※47都道府県及び20政令市（過疎地域は政令市除く）の所要見込み人員を乗じて算出

2020（令和2）年度施策・制度・予算要望：日本高等学校教職員組合
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生徒情報の入力が１回で済む
プロが作ったシステムの導入を！

2020（令和2)年度施策・制度・予算要望：日本高等学校教職員組合

解決の切り札が
統合型校務支援システム！！
・一度入力すれば、自動的に必要な書類へ
転記・計算を実行、成績や所見などのデータ
転記にかかる手間やミスを軽減できます
・プロが作ったシステムならば処理結果が(自
作システムと比べて)信頼できます
・他校も同じシステムを使えば異動しても初
日からシステムが使えます

業務改善につながり、校務処理の負担
や時間が軽減することが期待できます

学校は「校務」のシステムについて
業務改善が必要です。

現状の一例
・教員が所属する学校ごとにバラバラに作った、
自作のシステムを活用

・成績処理・出欠管理・通知表作成などシステムを
それぞれバラバラに運用

このままでは、生徒に関わる時間は
確保できず、ミスを誘発するばかり

しかし、導入が進まない現状・・・
統合型校務支援システムについて、
半数以上の自治体で導入なし
全体の約33%が導入予定なし
理由は予算確保ができない(５１％)

2015年「ICTを活用した教育の推進計画促進のため
の調査研究」（文部科学省委託事業）

統合型校務支援システムを
学校へ導入するための予算確保を！

統合型校務支援システムの「校務」とは？

1．教務関連事務（成績処理、出欠管理、通知表作成、
教育課程編成、時間割作成等）
主に授業と児童生徒の成績に関わる業務です
2．学籍関連事務（指導要録管理、調査書作成、作成
転出入関連事務等）
児童生徒の学籍に関わる業務です
3．保健関係事務（健康診断票、歯科検査票・受診勧
告書の作成、保健日誌の作成等）
養護教諭が行う保健室に関わる業務です

その他にも、生徒指導・教育相談に関することや高校
では入試処理などその内容は多岐にわたります

（日本教育情報化振興会による定義より）

学校を異動するた
びにシステムの使
い方を１から学び
直しだ！

ＰＣ素人の教員が
作ったシステムは
本当に正しく処理
ができているの？

生徒の名字が変わった
ので直したいけど、どの
部分を何十カ所、直せば
作業が終わるか
分からない・・・

10



国による全国統一の
統合型校務支援システムの導入を！

2020（令和2)年度施策・制度・予算要望：日本高等学校教職員組合

統合型校務支援システム導入の障害
・教育職の専門性とは異なる専門的知識（業務や法
令情報セキュリティ対策やシステムに関する事）を持
つ人材がいない。システムに関する専門知識がいな
いため導入方法が分からない

・多額の予算が必要なため、規模が小さな自治体ほ
ど予算を確保するのが難しい

地方自治体の事務を全国単位
でシステム化している例

・情報連携プラットフォーム
・地方税ポータルシステム（地方税電子化協議会）

文部科学省または、委託を受けた事務処理団体
による、学校設置者(都道府県市区町村法人)が
参加する統合型校務支援システム構築を！

文科省では、都道府県単位で統合型公務支援システム
を進めているが、

一歩進めて、国による全国統一の
統合型校務支援システム導入が必要

メリット
・教員が異動してもどこでも同じシステムが使える
・財政的にも大きな単位で導入した方が割り勘効果で
負担が抑えられる
・日本国内で生徒が転出・転入・進学をしても同じシス
テムであればそのままデータを引き継ぐことができ、
作業負担やミスが軽減される

区市町村ごとに統合型校務支援システム
導入した場合の問題点

・教職員が市町村をまたぐ異動をすると、システムが
異なるため、一からシステムの使い方を学び直し
→作業負担・ミスが増加する

解決策

文科省は参考様式は示すが、様式の決定は学校設置者（教育委員会等）や学校に委ねられているため、各団体・学校でバラバラ

→国が責任を持って全国統一の様式・システムを決定するべき
指導要録・・・児童生徒の「学籍に関する記録」と「指導に関する記録」
調査書・・・学校において指導要録の記載を元に作成され、判定の資料として受験先の企業・学校に提出される文書
通知表（通信表・通知簿・通信簿）・・・学期末に学校等が幼児・児童・生徒の教科の成績や日常生活の記録などをまとめ、

幼児・児童・生徒本人及びその保護者へ通知するための書類

現
状
の
問
題
点
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2020（令和2）年度施策・制度・予算要望：日本高等学校教職員組合

産業人材育成支援事業基金の創設
目的：①専門高校（工業・農業・商業・水産ほか）で実施する実習系授業及び部活動に対して、
当該基金から事業(実習）資金(300万円～1000万円程度/校)の貸与を受け、実習機器及び実
習に必要な原材料(加工原材料・種苗・稚魚など）や商品仕入れの資金融通を受ける。
②事業年度(1年～3年まで）ごとで収益から基金に返済を行う。
③なお、事業計画に関しては、地元産業界等(育成支援コンソーシアム）との連携を基本にし
て、事業計画・資金計画を行うとともに、コーディネーター等に基づく実行確認を受ける。

Ｂ農業高校 Ⅽ商業高校

基金管理運営団体
（産業教育振興財団、全国〇〇高校校長会など）

基金原資
(10億円）

文科省・産業界等

資
金計

画

報
告

返
済

コーディネータ
等の人材確保

育成支援コンソーシアム(自治体・地元産業界・教育委員会・大学等）
12



2020（令和2）年度施策・制度・予算要望：日本高等学校教職員組合

高校等運営経費支援事業の創設
高校等就学支援金、高等教育無償化、幼児教育無償化は家計支援(社会保障）！

高校現場においては、運営経費の不足による教育の質保証に危惧。本末転倒になりかねない。

高校学習指導要領の策定責任(文科省） → 設置者 → 高校(運営経費）

高校学習指導要領を策定している文科省及び国の責任において、高校等の教育の質
を直接的に担保する制度の創設が必要。文科省によるサポート制度の確立！

高校等運営支援制度の創設！
(文科省による運営経費支援事業）

①教材研究・教科研修資金の充実(需用費等・旅費)
②先行実践・有効実践の把握、活用資金の充実(旅費・報酬)
③実験・実習設備・教材資金の充実(需用費等)
④高校支援コンソーシアムスタッフ(非常勤教職員)活用資金の充実(報酬・需用費等）

13



支援
指導・助言・支援

指定
指導・助言・支援

成果の普及(地域活性、人材輩出・確保、産業創出) ※数値化(地元進学・就職率など)

◆事業概要：地域の活性化・魅力化及び地域を担う人材育成のため、高校等と地域及び企業や大学が
連携した先進的な取り組みを支援する制度(スーパーバイタリティーハイスクール：SVH(仮称))【又はスー
パーコミュニティーハイスクール：SCH(仮称)】の創設と、取り組みの支援に資する予算を措置する。

文部科学省
又は総務省

管理機関
(教育委員会、学校法人、国立大学法人)

スーパーバイタリティーハイスクール(SVH(仮称))【又は
スーパーコミュニティーハイスクール：SCH(仮称)】

◎特色あるカリキュラム
◎課題研究・総合的な学習の推進
◎インターンシップの深化(技能・技術伝承)
◎地域交流・貢献推進
◎地域ボランティア活動への参画
◎自治体議会等との意見交換・高校生議会
◎ICT(遠隔授業・TV会議等)の活用推進

内閣府・総務省
経済産業省

・都道府県
・市町村(特別区)

①大学・高専・専門学校
②幼保・小・中学校・特支

地域及び周辺の高校

③地域・商工会・自治会
④地元企業・進出企業
⑤NPO・NGO

連
携

支
援

支援

スーパーバイタリティーハイスクール(SVH(仮称))※現行の複合型
【又はスーパーコミュニティーハイスクール：(SCH(仮称))】の創設

2020（令和2）年度施策・制度・予算要望：日本高等学校教職員組合
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                                      2020(令和2)年度以降施策・制度・予算要望：日本高等学校教職員組合

校種

所在 大規模都市 中規模都市 小規模都市 大規模都市 中規模都市 小規模都市 大規模都市 中規模都市 小規模都市 大規模都市 中規模都市 小規模都市

校種

事業

所在 大規模都市 中規模都市 小規模都市 大規模都市 中規模都市 小規模都市

A高校 B高校 A高校 B高校 A工業

C高校 C高校 B商業

D高校 D高校 C農林 A高校

D水産 B高校

C高校

D高校

E高校 F高校

小学校 中学校 高校・特別支援(高等部) 大学等

学
力
・

(

魅
力
・
特
色

)

魅
力
・
特
色
・
学
力

高  校
SSH(スーパーサイエンスハイスクール) SVH(スーパーバイタリティーハイスクール)(仮称)等地域との協働による高等学校教育改革推進事業（①プロフェッショナル型、②地域魅力化型、③グローカル）

大規模都市 中規模都市 小規模都市

グローカル型

SVH/SCH
(仮称)

地方創生

地方大学を活用した雇用創出･若者定着

(総務省・文科省(高等教育局))

コミュニティ・スクール(学校運営協議会) & 地域学校協働本部

コミュニティ・スクール(学校運営協議会) & 地域学校協働本部

コミュニティ・スクール(学校運営協議会)

我が地域

の高校！
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2020(令和2)年度施策・制度・予算要望：日本高等学校教職員組合

児
童
・
生
徒
の

学
力
向
上
等

児童・生徒の
人間形成・生きる力

教科指導等

部活動指導等

学級経営等

進路指導等

校務分掌等

各種会計

各種印刷

対外調整
各種運営

行事準備

教科指導、生徒指導

の時間確保のために、

教員業務の見直しが

必要で、かつ、担当

者の明確化を求めま
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2020（令和2）年度施策・制度・予算要望：日本高等学校教職員組合

高校魅力化支援コンソーシアムの確立
(高校等に特化した全国支援組織体

：応援団(サポーター)の創設をめざす)

高校魅力化支援
議員連盟
（仮称）

高校魅力化支援
自治体連絡会
（仮称）

高校魅力化支援
教職員団体連絡会

（仮称）

高校魅力化支援
産業界連絡会
（仮称）

高校魅力化支援
府省庁連絡会
（仮称）

17



【過疎地域自立促進特別措置法：現行条文】 （教育の充実）
第二十二条 国及び地方公共団体は、過疎地域において、その教育の特殊事情にかんがみ、学校教育及び社会教育の充実に

努めるとともに、地域社会の特性に応じた生涯学習の振興に資するための施策の充実について適切な配慮をする
ものとする。

◆目的：地域力の創造、地方再生に公立高校や特別支援学校は必要不可欠の存在であり、過疎地域における教育の特殊事情及び
地域活力の源泉という状況に鑑み、｢過疎地域自立促進特別措置法｣において、高校等の維持に要する経費について適切な配慮及
び公立高校等に関する教職員定数等について特段の配慮を行う旨の規定を定める。

【条文変更：二つの項追加】
第二十二条 国及び地方公共団体は、過疎地域における教育の特殊事情に鑑み、子どもの修学の機会の確保と地域の自立活

性化に資するため、過疎地域内の高等学校、中等教育学校の後期課程その他これらに準ずる教育施設（以下「高
等学校等」という。）の維持に要する経費について適切な配慮をするものとする。

２項 国及び地方公共団体は、過疎地域における教育の特殊事情に鑑み、公立高等学校の適正配置及び教職員定数
の標準等に関する法律 （昭和三十六年法律第百八十八号）の規定による公立高等学校等を設置する地方公共団
体ごとの教員及び職員の定員の算定並びに過疎地域に所在する公立の高等学校等に勤務する教員及び職員の定
員の決定について特別の配慮をするものとする。

３項 前二項に定めるもののほか、国及び地方公共団体は、過疎地域において、その教育の特殊事情に鑑み、学校教育
及び社会教育の充実に努めるとともに、地域社会の特性に応じた生涯学習の振興に資するための施策の充実につ
いて適切な配慮をするものとする。

変更

｢公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律｣の附則改正
高校等定数
計画改善へ

現
行
法

改
正
案

2020(令和2）年度施策・制度・予算要望：日本高等学校教職員組合
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教育基本法の「教育の実施に関する基本（第2章）」に
高校教育（中等教育後期）の項目新設を求める！

2020（令和2)年度施策・制度・予算要望：日本高等学校教職員組合

地域その他の教育
社会教育（第十二条） 政治教育（第十四条） 宗教教育(第十五条）

学
校
、
家
庭
及
び
地
域
住
民
等
の
相
互
連
携
協
力

（
第
十
一
条）

幼児期
の教育
（第十条）

義務教育
【小中学校】
（第五条）

大学
（第七条）

家庭教育（第十条）

教員（第九条）

私立学校（第八条）

学校教育（第六条）
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2020（令和2)年度施策・制度・予算要望：日本高等学校教職員組合

2018(平成30)年度学校基本調査公立高等学校都道府県別生徒教員数の概要 日高教書記局作成(2019年5月)

校長 副校長 教頭 主幹教諭 指導教諭 教諭 助教諭 養護教諭 養護助教諭 栄養教諭 講師

計 計 計 計 計 計 計 計 計 計 計 計

29年合計 2,134,830 159,697 3,334 602 4,087 3,247 499 134,348 142 4,178 419 3 8,838 生徒数

30年合計 2,102,316 158,228 3,322 609 4,046 3,244 511 133,102 135 4,166 420 2 8,671 18,285 全国比 189,843 全国比 1,811,478 全国比 1,039,483

北海道 91,345 4.3% 7,821 4.9% 219 35 236 61 － 6,966 9 271 1 － 23 585 3.2% 4,244 2.2% 70,939 3.9% 29,921 2.9%

青森 24,828 1.2% 2,189 1.4% 52 － 64 － － 1,741 － 51 16 － 265 101 0.6% 780 0.4% 6,088 0.3% 9,155 0.9%

岩手 26,549 1.3% 2,429 1.5% 64 77 1 － 38 1,952 － 63 11 － 223 105 0.6% 775 0.4% 8,956 0.5% 6,767 0.7%

宮城 41,598 2.0% 3,162 2.0% 68 1 82 98 － 2,683 － 113 － 1 116 306 1.7% 2,797 1.5% 23,488 1.3% 16,907 1.6%

秋田 20,899 1.0% 1,821 1.2% 47 6 59 － － 1,515 － 48 4 1 141 52 0.3% 389 0.2% 4,049 0.2% 2,417 0.2%

山形 20,664 1.0% 1,812 1.1% 42 1 56 － － 1,501 1 47 6 － 158 92 0.5% 631 0.3% 4,840 0.3% 9,135 0.9%

福島 39,664 1.9% 3,302 2.1% 79 2 115 － － 2,687 － 105 － － 314 266 1.5% 1,698 0.9% 17,909 1.0% 10,400 1.0%

茨城 54,719 2.6% 4,164 2.6% 91 10 102 － － 3,509 － 88 10 － 354 349 1.9% 3,274 1.7% 27,578 1.5% 20,885 2.0%

栃木 35,916 1.7% 2,610 1.6% 59 － 69 41 － 2,041 － 59 13 － 328 282 1.5% 2,098 1.1% 28,237 1.6% 16,319 1.6%

群馬 37,746 1.8% 2,830 1.8% 64 9 60 － － 2,623 － 73 － － 1 241 1.3% 2,247 1.2% 44,847 2.5% 12,804 1.2%

埼玉 114,757 5.5% 7,719 4.9% 141 6 189 24 － 7,123 8 224 3 － 1 1,248 6.8% 14,031 7.4% 132,392 7.3% 55,800 5.4%

千葉 99,754 4.7% 6,698 4.2% 128 6 183 60 － 5,847 － 192 － － 282 962 5.3% 12,263 6.5% 90,629 5.0% 48,213 4.6%

東京 124,235 5.9% 8,126 5.1% 168 186 － 902 73 6,620 － 177 － － － 2,274 12.4% 36,336 19.1% 238,118 13.1% 174,183 16.8%

神奈川 129,313 6.2% 8,497 5.4% 153 4 305 936 － 6,871 3 217 － － 8 1,835 10.0% 21,571 11.4% 204,698 11.3% 70,391 6.8%

新潟 41,897 2.0% 3,174 2.0% 75 10 85 － － 2,765 － 72 38 － 129 260 1.4% 1,729 0.9% 12,839 0.7% 12,976 1.2%

富山 20,975 1.0% 1,642 1.0% 37 － 76 － － 1,437 1 38 4 － 49 104 0.6% 789 0.4% 9,433 0.5% 6,175 0.6%

石川 22,267 1.1% 1,832 1.2% 40 12 50 12 － 1,558 － 45 7 － 108 110 0.6% 1,138 0.6% 13,735 0.8% 8,769 0.8%

福井 15,349 0.7% 1,222 0.8% 26 － 27 － － 1,095 － 25 4 － 45 63 0.3% 621 0.3% 6,539 0.4% 5,979 0.6%

山梨 17,487 0.8% 1,370 0.9% 29 － 42 4 － 1,248 3 30 － － 14 133 0.7% 679 0.4% 9,581 0.5% 6,418 0.6%

長野 44,839 2.1% 3,438 2.2% 77 3 78 － － 2,955 － 72 11 － 242 292 1.6% 1,578 0.8% 18,692 1.0% 10,567 1.0%

岐阜 42,177 2.0% 3,166 2.0% 63 1 84 － － 2,634 － 79 16 － 289 349 1.9% 2,927 1.5% 33,809 1.9% 11,693 1.1%

静岡 64,034 3.0% 4,577 2.9% 88 94 93 － － 3,996 － 105 17 － 184 482 2.6% 4,085 2.2% 48,446 2.7% 31,902 3.1%

愛知 130,191 6.2% 8,502 5.4% 159 2 269 － － 7,512 － 297 － － 263 1,128 6.2% 10,789 5.7% 90,334 5.0% 60,847 5.9%

三重 36,185 1.7% 2,737 1.7% 53 － 65 12 － 2,241 － 63 20 － 283 213 1.2% 1,764 0.9% 14,678 0.8% 10,472 1.0%

滋賀 30,396 1.4% 2,188 1.4% 44 1 51 2 － 1,832 － 63 － － 195 315 1.7% 2,866 1.5% 24,934 1.4% 7,888 0.8%

京都 37,278 1.8% 3,077 1.9% 54 － 77 11 13 2,549 － 73 － － 300 395 2.2% 4,551 2.4% 27,080 1.5% 31,622 3.0%

大阪 127,750 6.1% 8,896 5.6% 156 － 177 282 79 7,134 － 223 54 － 791 1,458 8.0% 14,156 7.5% 120,079 6.6% 94,166 9.1%

兵庫 98,947 4.7% 7,155 4.5% 142 － 161 252 － 5,753 － 174 1 － 672 935 5.1% 10,607 5.6% 100,298 5.5% 35,387 3.4%

奈良 24,632 1.2% 1,770 1.1% 34 1 43 2 － 1,475 － 27 12 － 176 295 1.6% 3,127 1.6% 22,979 1.3% 10,097 1.0%

和歌山 20,892 1.0% 1,690 1.1% 31 － 44 － － 1,398 － 38 7 － 172 117 0.6% 963 0.5% 12,058 0.7% 4,824 0.5%

鳥取 11,201 0.5% 992 0.6% 22 9 35 23 － 791 － 21 8 － 83 81 0.4% 539 0.3% 4,028 0.2% 3,445 0.3%

島根 14,244 0.7% 1,331 0.8% 35 － 41 11 － 1,037 － 36 11 － 160 53 0.3% 543 0.3% 1,584 0.1% 4,029 0.4%

岡山 35,321 1.7% 2,724 1.7% 52 33 53 42 77 2,209 － 76 20 － 162 265 1.4% 1,950 1.0% 25,135 1.4% 17,095 1.6%

広島 45,504 2.2% 3,479 2.2% 87 － 106 33 12 3,109 13 111 － － 8 500 2.7% 3,314 1.7% 75,457 4.2% 23,392 2.3%

山口 23,121 1.1% 2,073 1.3% 49 7 62 － － 1,851 10 67 1 － 26 164 0.9% 1,034 0.5% 12,080 0.7% 10,307 1.0%

徳島 17,735 0.8% 1,509 1.0% 29 1 66 1 23 1,221 － 36 8 － 124 132 0.7% 970 0.5% 20,810 1.1% 862 0.1%

香川 19,653 0.9% 1,545 1.0% 30 － 60 7 － 1,345 － 33 10 － 60 149 0.8% 912 0.5% 20,371 1.1% 6,443 0.6%

愛媛 24,701 1.2% 2,103 1.3% 48 － 80 － － 1,728 － 51 12 － 184 168 0.9% 1,324 0.7% 12,775 0.7% 8,521 0.8%

高知 12,535 0.6% 1,396 0.9% 33 8 41 11 － 1,139 － 36 － － 128 70 0.4% 489 0.3% 5,190 0.3% 5,576 0.5%

福岡 73,236 3.5% 5,107 3.2% 113 35 132 296 78 3,725 33 105 31 － 559 539 2.9% 5,713 3.0% 77,386 4.3% 54,310 5.2%

佐賀 18,209 0.9% 1,569 1.0% 36 3 34 9 35 1,233 － 40 21 － 158 77 0.4% 604 0.3% 7,234 0.4% 6,052 0.6%

長崎 24,883 1.2% 2,180 1.4% 55 7 62 － 10 1,853 13 59 4 － 117 120 0.7% 1,083 0.6% 17,795 1.0% 12,113 1.2%

熊本 29,989 1.4% 2,610 1.6% 50 21 54 25 11 2,062 － 68 20 － 299 164 0.9% 1,980 1.0% 17,884 1.0% 17,237 1.7%

大分 21,470 1.0% 1,912 1.2% 37 7 59 35 42 1,486 － 52 1 － 193 113 0.6% 831 0.4% 10,083 0.6% 9,289 0.9%

宮崎 21,181 1.0% 1,772 1.1% 36 9 38 44 20 1,365 － 42 10 － 208 81 0.4% 838 0.4% 10,544 0.6% 9,563 0.9%

鹿児島 30,533 1.5% 3,064 1.9% 68 － 86 － － 2,712 28 89 5 － 76 141 0.8% 1,184 0.6% 14,126 0.8% 15,313 1.5%

沖縄 41,517 2.0% 3,246 2.1% 59 2 94 8 － 2,975 13 92 3 － － 121 0.7% 1,032 0.5% 10,714 0.6% 2,857 0.3%

区　分

下位10都道府県上位10都道府県

参考：学校基本調
査平成30年度高校

私学(全日制)
生徒数

全国比 全国比

事業所数 従業者数(人)
受講生数

(在籍者数)(人)

平成28年経済センサス‐活動調査　事業所に関する集計－
産業別集計(サービス関連産業Ｂ)学習塾の民営事業所数文部科学省 2018(平成30)年度学校基本調査 高等学校 公立(全日制)生徒及び教員数(OECD定義の直接的)

本務教員

全国比

公立(全日制)
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Ⅰ 高校・中等教育学校及び特別支援学校教職員の給与改善について

1. 現行の給与水準を改善するとともに、給与改定のための財源確保を図られたい。

2. 教育専門職にふさわしい給与体系の確立を図られたい。

3. 教職調整額制度を維持するとともに、勤務実態及び超過勤務割増率や算定基準に見合った支給率への改善を図られたい。当面は、支給率を8

％とされたい。加えて、超勤4項目に対して時間外勤務手当及び休日勤務手当が支給可能となるよう法整備を図られたい。

4. 特別支援教育関係教職員に係る給料の調整額の調整数について、2への回復を図られたい。

5. 教育職給料表について、行政職の昇格メリットに見合うよう改善を図られたい。

6．地域手当については、適切な運用を図られたい。

7. 期末・勤勉手当の級別加算係数を引き上げるとともに、支給水準の改善を図られたい。

8. 現業職員・実習教員・寄宿舎教員・学校司書の身分の確立ならびに給与体系の改善を図られたい。

9. 学校事務職員の給与改善について、人材確保法の附帯決議に則った実効ある措置の実現を図られたい。

10. 50歳台後半層の昇給抑制を廃止するとともに、給料表の号俸増設を図られたい。

11. 優れた人材を確保するため、初任給の引き上げを図られたい。

12. 退職手当の支給水準を維持するとともに、退職手当の調整額については行政職の支給水準に見合うよう改善を図られたい。

13. 退職手当における課税控除額の引き上げを図られたい。

14. 級別標準職務表及び級別資格基準表の改善を図られたい。

15. 経験年数換算基準及び休職期間等換算基準の改善を図られたい。

16. 休業者の昇給抑制に対する復元率の改善を図られたい。

17. 非常勤講師、とりわけ定時制･通信制勤務者においては、勤務の特殊性に鑑み、報酬単価の引き上げを図られたい。

18. 諸手当の新設及び維持・改善を図られたい。

(1) 教員特殊業務手当の支給水準の改善を図ること。特に、部活動指導手当の増額と支給要件の改善とともに、医療的ケアに従事する教員に対

して、手当支給を図ること。

(2) 人材確保法を堅持し、義務教育等教員特別手当の回復を図ること。当面は、水準を3％とされたい。

(3) 学級担任手当(1日200円以上)や平日の部活動指導手当(1時間900円程度)など、新たな手当の支給を図ること。

(4) 扶養手当については、支給要件を改善し、支給額の引き上げを図るとともに、再任用者への支給を図ること。

(5) 住居手当については、実態に即したものとなるよう支給要件の改善及び支給額の増額を図ること。

(6) 通勤手当については、全額実費支給とし、非課税化を図ること。また、週休日における部活動指導等の特殊業務に対する通勤手当の支給を

図るとともに、特急列車・高速道路等を利用した際の特例加算については、支給要件を緩和すること。

(7) 単身赴任手当の支給基準と支給要件を改善し、支給額の引き上げを図ること。

(8) 寄宿舎(寮)、農場などの宿日直手当については、実態に即したものとなるよう支給水準の引き上げを図ること。

(9) 産業教育手当及び定時制通信教育手当などの制度を堅持するとともに、支給水準の引き上げ及び支給要件の改善を図ること。

(10) 通信制教育の面接指導手当等の引き上げを図ること。

(11) 水産高校における実習手当については、勤務の特殊性に見合った水準への引き上げを図ること。

(12) 学校事務職員等の超過勤務手当支給割合の改善とともに、超過勤務手当枠の引き上げを図ること。

(13) 研修手当や研修図書費の支給制度の新設を図ること。

(14) 臨時・非常勤教職員に対する手当の支給及び改善を図ること。
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Ⅱ 高校・中等教育学校及び特別支援学校教育費の増額・改善について

(一) 高校･中等教育学校及び特別支援学校単位費用の改善について

1. 教育関係国庫補助率の改善を図られたい。

2. 高校単位費用、特別支援学校単位費用の引き上げとともに、基準財政需要額の増額を図られたい。

3. 給与費における職種別給与単位について、実態を踏まえた引き上げを図られたい。

4. 一般旅費の単価を引き上げるとともに、別枠で研修旅費を創設し、必要な財源の確保を図られたい。

5. 高等学校設置基準の改善を図るとともに、特別支援学校設置基準(仮称)を制定し、教育環境の整備と充実を図られたい。

6. 特別支援学校における児童生徒数増加に対応するため、教室不足等の早期解消とともに、学校の新設を図られたい。

7. 高等特別支援学校の設置拡大を図られたい。

8. 教科ごとに標準設備・備品の設置基準を設定し、設備・備品購入費の単価を引き上げるとともに、更新率の適正化を図られたい。

9. 教育活動や校務に用いるコンピュータ等のICT環境の拡充や、実態を踏まえた運用費の増額など、情報機器の整備を一層促進するために必要

な財源の確保を図られたい。

10. 寄宿舎の施設・設備及び防犯対策を充実するための予算措置を図られたい。

11. 実験・実習を行うための施設・設備の充実と維持・管理費等の増額を図られたい。

12. 部活動を安全に行うため、施設等の充実を図られたい。

13. 通信制教育において、協力校に対する予算措置を図られたい。

14. 単位制高校及び総合学科等の学校設置基準を設定し、施設・設備の拡充を図られたい。

15. 小規模校や分校における充実した教育を保障するため、図書購入費の支援など十分な財源の確保を図られたい。

16. 教室や準備室等の空調設備など、児童生徒ならびに教職員の健康及び安全衛生管理に必要な施設・設備の拡充とともに、運営に必要な財源の

確保を図られたい。

17. 文化・スポーツ振興の拠点として、学校施設・設備の充実を図られたい。

18. ｢特別支援教育センター｣の充実とともに、特別支援学校の地域におけるセンター的役割としての機能強化に向けた条件整備を図られたい。

(二) 高校教育費に対する国庫負担及び国庫負担率の引き上げについて

1. 教育の機会均等の保障及び全国的な教育水準の維持・向上のため、義務教育費国庫負担制度を堅持し、全額を国庫負担とされたい。当面、負

担率2分の1への復元を図られたい。あわせて、公立高校等の教職員給与についても段階的に国庫負担とするなど、安定的な財源となるよう対

応を図られたい。

2. 高校・中等教育学校及び特別支援学校における運営経費について、文部科学省予算での措置とされたい。

3. 公立高校授業料無償制度の復活を図られたい。

4. 理科教育振興法、産業教育振興法、定時制通信教育振興法における設備基準の改善と、補助率の引き上げを図られたい。

5. 校舎等の老朽化及び耐震化等に対応するため、国庫負担の増額を図られたい。

6. 特別支援学校における非常階段やスロープなど、避難経路の複線化のための財政措置を図られたい。

7. 高校・中等教育学校及び特別支援学校に対する｢学校図書館図書整備計画｣を策定するとともに、目的に沿った予算執行が行われるよう指導さ

れたい。

8. 国庫負担による｢学校災害補償法｣(仮称)の制定を図られたい。当面、日本スポーツ振興センターの国庫負担分を増額するとともに、給付事業

における適用範囲の拡大を図られたい。

9．地域の活性化・魅力化及び地域を担う人材育成のため、高校等と地域及び企業や大学が連携した先進的な取り組みを支援する制度(SVH(仮称))

を創設されたい。
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Ⅲ 高校・中等教育学校及び特別支援学校教職員定数の拡充について

(一) 教職員定数を抜本的に改善されたい。

1. 超過勤務の縮減や多忙化解消、充実した教科指導を実現するため、教職員定数の改善とともに、正規職員数の拡充を図られたい。特に、全日

制における土・日及び平日の時間外勤務を早急に解消するための定数改善を図られたい。

2. 全日制30人、定時制20人の学級編制が可能となるよう、教職員定数の改善を図られたい。

3. 多様化する教育的ニーズへの対応や高校・中等教育学校における特別支援教育の充実のため、教職員定数の改善を図られたい。

4. 高校教育における質の保障及び高大接続改革に伴う教職員定数の改善を図られたい。

5. 高校・中等教育学校における通級による指導については、現場において適切な対応が行えるよう、教員加配や補助員の拡充を図られたい。

6. 地域の活性化・魅力化及び地域を担う人材育成のため、教職員定数の改善を図られたい。

7. 主幹教諭・指導教諭等の設置に伴う教職員定数の改善を図られたい。当面、加配措置等の拡充を図られたい。

8. 再任用者の教職員定数外での配置を図られたい。

9. 教職員の多忙化を解消するため、非常勤教職員については、教職員定数査定の枠外での確保を図られたい。

10. 現業職員及び学校司書を定数法に位置づけ、全校配置を図られたい。

(二) 次の事項を早急に実現されたい。

1. 養護教諭の分校及び定時制・通信制課程への完全配置を図られたい。また、学校規模に関わらず、必要に応じて複数配置を図られたい。

2. 現行の｢実習助手｣制度の抜本的な改善を図られたい。当面、現行法における実習教員数について、次の点に留意し改正を図られたい。

(1) 実習教員の全校配置を図ること。

(2) 商業または家庭に関する学科を置く課程に対する｢実習助手｣の加算定数は、全日制・定時制とも生徒の収容定員が181人以上の課程に対し

てそれぞれ1名とすること。

(3) 標準法第11条第1号・第2号・第3号、政令第3条第1項・第2項の算定基準について、実情に見合うよう改善を図ること。

3. 学校事務職員については、分校及び併設課程等を含め全校配置とし、最低基準を2名とされたい。農・水・工・総合学科については更に加配

を図られたい。

4. 専門教育の充実のため、専門教育に関わる学科の教職員等の増員を図られたい。

5. 特別支援学校独自の学級編制及び教職員定数等に関する法律の制定を図られたい。

6. 障がいの重度・重複化に対応するため、理学療法士や作業療法士、言語聴覚士など専門職の配置促進を図られたい。

7. 医療的ケア実施に必要な学校看護師の確保とともに、当面、安全性の観点からの配置拡充を図られたい。

8. ｢寄宿舎指導員｣の最低保障人数について、障がいの重度・重複化への対応や同姓介助の観点から15人への引き上げを図られたい。

9. 専門、専任、正規の学校司書の全校配置を図られたい。

10. 産休、育休、傷病休、介護休暇、自主研修などに伴う代替教職員の完全配置を図られたい。

11. 栄養教諭の配置拡充を図られたい。

12．スクール・サポート・スタッフの配置促進を図られたい。

13．部活動指導員の配置拡充を図られたい。あわせて、高校・中等教育学校及び特別支援学校において部活動の半数以上に配置されたい。

14．ICT支援員、SC、SSWの配置拡充を図られたい。

15. 特別支援学校における就労支援員の配置拡充を図られたい。
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Ⅳ 教職員の研修及び厚生事業の充実について

1. 教員免許については、有効期間及び更新手続きの廃止を図られたい。当面、教員免許状の失効による失職を排除し、受講機会の保障及び教員

免許状更新における負担の軽減等を図られたい。

2. 官制研修について十分な検証を行うとともに、大学院修学休業制度、内地留学制度、海外研修制度、共同研究制度等を拡充し、教職員の自主

的な研修機会の確保を図られたい。

3. 各種研究会を精査し、研究助成費の効果的運用を図られたい。

4. 実効ある週休2日制実現のため、条件整備に向けた具体策を図られたい。

5. 高齢者の医療費に係る自己負担の軽減を図られたい。

6. 共済年金支給額の水準維持を図られたい。

7. 退職共済年金制度については、安心な老後の生活を担保する水準の確保を図られたい。

8. 共済組合扶養家族認定基準の改善を図られたい。

9. 扶養家族の認定基準額について、180万円に引き上げられたい。

10. 共済組合の貸付金限度額を増額するとともに、勤続年数による制限の撤廃を図られたい。

11. 各種休業給付の給付率及び給付期間の更なる改善を図られたい。

12. 家族療養費の負担軽減を図られたい。

13. 教職員住宅の整備と老朽化対策を図られたい。

14. 退職後の任意継続組合員期間の延長及び短期給付掛金の軽減を図られたい。

15. 教職員の健康管理事業等の拡充を図られたい。特に健康診断、人間ドック等における再検査や治療及び予防措置が行うことができる環境整備

を図られたい。

16. 不妊治療のための休暇・休業制度の新設及び助成制度の拡充を図られたい。

17. 子育てに関わる休暇制度の新設・拡充を図られたい。

18. 精神疾患の予防対策としてのメンタルヘルスケアの充実と、休職者の職場復帰を積極的に支援するための職場環境の整備を図られたい。

24



5

10

15

20

25

30

35

40

Ⅴ 生徒の奨学及び福祉の増進について

1. 奨学資金制度を以下のように充実されたい。

(1) 給付型奨学金制度の拡充を図ること。

(2) 奨学資金の支給範囲と支給額の更なる改善を図ること。

(3) 奨学金返還義務免除制度の復元を図ること。

(4) 無利子奨学金制度の拡充を図ること。

(5) 家計急変者に対する奨学資金の拡充を図ること。

2. 奨学金残高に対する税額控除制度(奨学金減税制度(仮称))の創設を図られたい。

3. 教育の機会均等を保障するため、小規模校、分校、定時制・通信制高校の維持を図られたい。

4. 特別支援学校就学奨励費を改善するとともに、生活支援の充実など福祉行政の拡充を図られたい。

5. 特別な支援を要する児童生徒の完全就学を実現するとともに、リハビリテーションや諸施策を充実させ、進路実現のための条件整備を図られ

たい。

6. 児童生徒の安全確保と保護者負担を軽減するため、公費によるスクールバス配置等の通学条件の改善を図られたい。

7. 特別支援教育を受けている生徒の進路保障のため、障害者雇用促進法の整備と重度・重複障がい者の保護雇用制度を制定するとともに、関係

機関との連携による進路指導や職業教育等の充実を図られたい。

8. 定時制・通信制課程修学奨励費の制限条項を緩和し、その増額と適用範囲の拡大を図られたい。

9. 勤労生徒の修学保障のため、雇用主への減税措置を図るとともに、雇用主に対する労働基準法遵守を実現するための指導を図られたい。

10. 勤労生徒に対する修学奨励費の制限条項を撤廃し、更なる適用範囲の拡大を図られたい。

11. 低所得世帯や家計急変者に対し、教育費に対する免税措置など一層の負担軽減を図られたい。

12. 学校安全推進の観点から、学校施設の防災対策や防災マニュアルの整備に要する予算の増額を図られたい。特に、大規模災害を想定したマニ

ュアル作成及び見直し時に、防災の専門家の知見が反映される体制づくりについて予算化されたい。
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